




　保護観察所からの依頼を受けて、高齢（おおむね65歳以上）、または障がいを有
する矯正施設入所者を対象として、対象者の意向に基づき、福祉サービス等の調整
（コーディネート業務）を行い、矯正施設退所後に必要な助言等（フォローアップ業務）
を行います。
１　特別調整対象者は、以下を全て満たしていると認められることが要件です。
　⑴　高齢（おおむね65歳以上、以下同じ）、または身体障がい、知的障がい、精
神障がいがあると認められること。

　⑵　退所後の住居がないこと。
　⑶　高齢または身体障がい、知的障がい、精神障がいにより、退所後に健全な生
活態度を保持し自立した生活を営む上で、福祉サービス等を受けることが必要で
あると認められること。

　⑷　円滑な社会復帰のために、特別調整の対象とすることが相当であると認めら
れること。

　⑸　特別調整の対象者となることを希望していること。
　⑹　特別調整を実施するために必要な範囲内で各関係機関等に個人情報を提供す
ることについて同意していること。

２　一般調整対象者は、高齢（おおむね65歳以上）、または身体障がい、知的障が
い精神障がいがあると認められ、退所後、住居や家族等の受け入れ先があり、福
祉サービス等の調整が必要と認めらる矯正施設入所者です。

　保護観察所からの依頼を受けて、高齢（おおむね65歳以上）、または障がいを有
する被疑者・被告人等を対象として、対象者の意向に基づき、福祉サービス等の利
用調整を行い、必要な支援を行います。

　罪を犯してしまった高齢（おおむね65歳以上）、または障がいを有する人のうち、
福祉的支援が必要であると認められる対象者について、福祉サービス等の利用に関
して、本人・その関係者から相談に応じ、助言その他必要な支援を行います。

　各業務を円滑かつ効率的に実施するため、行政・福祉・医療・教育・司法の各機
関等と協働連携を図り、地域での支援ネットワークを構築します。また、理解促進の
ための会議や研修会を開催します。
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